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中井町敬老祝金の見直し（案）に対する意見募集 

 

 

敬老祝金の見直しにあたって 

１．中井町敬老祝金とは 

 本町に居住する高齢者に対して、長寿と健康を祝福し、住民福祉の向上に寄与す

ることを目的として、中井町敬老祝金給付条例に基づき給付するものです。 

 

２．中井町敬老祝金見直しの背景 

行政サービスを享受する町民にとっての成果という視点から、事業を評価・改善し、

効率的・効果的で成果重視型の行政運営を行なう必要があります。 

令和３年度に実施した事務事業評価（外部評価）において、外部評価者意見として

「抜本的見直し」との評価を受け、令和４年度に『中井町敬老祝金検討委員会』を組

織して、行政だけでなく多様な町民参加のもと検討を重ねてまいりました。 

 

 

敬老祝金の見直し（案）について 

【現行：7 段階】             【見直し案：5 段階】 

支給年齢 支給金額 

80 歳 5,000 円 

85 歳 5,000 円 

88 歳 10,000円 

90 歳 10,000円 

95 歳 10,000円 

99 歳 20,000円 

100歳以上 30,000円 

 

7 段階から 5段階への見直しを行った場合、令和 6年度から令和 10年度までの

5 年間で総額 650 万円が削減されます。超高齢社会への適応として介護予防や認

知症対策、健康寿命の延伸などの取り組みがますます重要となるなか、限られた財

源を援助が必要な人をより手厚く支援する「支える福祉」や「高齢者の生きがいにつ

ながる活動の促進を支援」する施策に充て、福祉の充実を図っていく必要があります。 

町では多様なニーズに対応したサービスを提供するための仕組みづくりとして、こ

の削減費を高齢者全体に波及効果のある事業へ転換し、高齢者福祉サービスを一

層拡充したいと考えています。 

  

支給年齢 支給金額 

80 歳 5,000 円 

85 歳 5,000 円 

90 歳 10,000円 

95 歳 10,000円 

100歳 20,000円 
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敬老祝金の見込 

【現行：7段階】 

年度 R６ R７ R８ R９ R10 

支給人数 410人 406人 436人 505人 593人 

支給総額 331 万円 327.5 万円 360.5 万円 402万円 485.5 万円 

 

 
 

【見直し案：5段階】 

年度 R６ R７ R８ R９ R10 

支給人数 326人 317人 340人 412人 465人 

支給総額 216万円 209.5 万円 231.5 万円 286万円 313.5 万円 
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敬老祝金見直しの経緯 

敬老祝金事業は、敬老の意を表し長寿を祝福するものとして、昭和 48 年に敬老

年金という形でスタートしました。当時は年金制度が未成熟であったため、それを補

完するための経済支援的な役割があり、高齢者の福祉施策として一定の意義を有し

ていました。 

平成１２年に「中井町敬老祝金条例」が施行され、75歳以上の高齢者を対象として

敬老祝金の給付が始まり、平成 21 年に 75 歳から 80 歳へ支給対象年齢の引き上

げを行いました。その後、平成 29 年に 80 歳・85 歳・８８歳・９０歳・９５歳・９９歳・

100 歳以上の７段階による節目支給に変更し、現在に至っています。 

 

 

 ●事業の沿革 

  年次 対象年齢及び支給金額 対象者数 支給総額 

平成 12年 75 歳以上への一律支給 

75 歳～79歳：３，０００円 

80 歳～89歳：5，000円 

90 歳以上：10，000円 

609人 291.8 万円 

平成 21 年 80 歳以上への一律支給 

80～89歳：5，000円 

90 歳以上：10，000円 

５５７人 434.8 万円 

平成 29年 節目支給 

80・85 歳：5,000 円 

８８・９０・９５歳：10，000円 

99 歳：20，000円 

100 歳以上：30，000円 

237人 173 万円 

 

 

●敬老祝金の推移（平成 28年度～令和 4年度） 

 

 

しかしながら、このまま現行の7段階で支給を続けた場合、令和 10年度には節目

支給に変更する前の平成 28年度の支給総額を超えてしまうことが見込まれます。 

そのため、前回の見直しから 5 年が経過した現在、限られた財源を有効に配分す

るために見直しが必要とされ、この度の検討及びパブリックコメント実施に至りました。  

  

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

給付人数 700人 230人 239人 243人 269人 277人 280人 

支給総額 423万円 173万円 176万円 187万円 ２０８万円 205万円 211 万円 

支給方法 一律支給 節目支給 
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敬老祝金の見直し趣旨 

少子高齢化の進展に伴い、敬老祝金条例が制定された当時と比べると、社会情勢

は大きく変化しています。今後も高齢化の進展が推測されており、高齢者を地域全

体で支えていく地域包括システムの構築や、介護予防事業等の高齢者福祉施策を

一層推進していかなければなりません。また、健康増進事業等のさらなる充実に努め

ることにより、高齢になっても誰もが生き生きと健康に暮らせる、活力ある地域社会

の構築を目指していく必要があります。 

限られた財源を有効に配分することによって、高齢者を取り巻く環境を充実させ、

健康で生きがいを持ちながら安心して暮らせる地域社会を目指すため、敬老祝金支

給事業の見直しを行うこととなりました。 

 

近年、敬老祝金の縮小・廃止が全国的な流れとなっています。年金制度の確立に

よって、高齢者への経済的支援という当初の意義が薄れたこと、また、事業効果の検

証が難しい現金給付サービスから事業効果の見込める福祉サービスへ転換すること

で、高齢者施策の一層の拡充に繋げていくためです。 

神奈川県内では、33 自治体中 23 自治体が敬老祝金を実施していますが、高齢

化に伴う対象者や給付額の増加により段階的に見直しを行い、事業を縮小させなが

ら継続しているところが多く、今後も引き続き縮小・廃止に向けた動きが見られます。 

 

 

 

 

本町でも、現在の支給方法に移行してから５年が経過し、事業の内容や方法につ

いて点検・見直しを行なう時期を迎えています。 
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近隣の敬老祝金の実施状況 

県内で敬老祝金を実施している自治体のほとんどが支給段階を 1 段階から 3 段

階とする一方、本町では 7 段階としています。88 歳と 90 歳、99 歳と 100 歳は支

給間隔が短く、100 歳以上には毎年支給していることなど、非常に手厚い内容となっ

ています。 

 

●近隣自治体の実施状況                 （第1回敬老祝金検討委員会資料より抜粋） 

 

 

 
 

 

 

このため、社会情勢や近隣自治体の状況などを総合的に判断して、支給段階を 5

段階に変更し、80歳から 100歳までの5歳刻みとします。合わせて、100歳への支

給金額を 30,000 円から 20,000 円に変更することを検討しています。 
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町の現況と課題 

１. 人口動向 

１９９５年の 10,398 人をピークに減少に転じ、2022年 10月末現在9,072人と

なっています。2030 年には 8,065 人まで減少し、0-14 歳（年少人口）、15-64 歳

（生産人口）、65歳以上（老年人口）のいずれも減少に転じると見込まれています。 

 

２. 高齢化率 

2022年 10月末現在、総人口に占める 65歳以上の割合（高齢化率）は 35.9％

となっており、全国平均の 28.9％を上回っています。2030 年には、4.7 ポイント上

昇して 40.6％となり、全国平均予測の 31.2％を大きく上回ることが見込まれていま

す。 

 

３. 人口構成 

2022年から2030年にかけて、65歳以上の割合は4.7ポイント上昇して40％

を超える一方、15-64 歳の割合は 3.3 ポイント減少して約 50％となる見込みです。

また、２.５人に１人が６５歳以上、３.６人に１人が７５歳以上となり、働き世代の１人ない

し２人で、1 人の 65歳以上の高齢者を支えることになります。 

 

●2022年 10月末現在 

年齢層 人数（人） 割合（％） 

0-14 歳 811 8.94 

15-64 歳 5,001 55.13 

65 歳以上 ３，２６0 35.93 

 

●2030年見込 

年齢層 人数（人） 割合（％） 

0-14 歳 605 7.50 

15-64 歳 ４，１８４ 51.88 

65 歳以上 ３，２76 40.62 
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出産や子育ての中心となる若年世代の女性に着目すると、20 歳から３９歳の人口

は約 590 人で、総人口に占める割合は 7.9％と見込まれています。５年前と比べる

と 5.8 ポイントの減少、2020 年と比べると 10.6 ポイントの減少となる見込みで、若

年世代女性の減少に伴い年少人口も減少傾向にあります。 

 

 

４．まちづくりの課題 

少子化の進行により、社会を支える現役世代の人口減少に伴う税収の減少が懸念

される一方、高齢化の進行に伴う社会保障費の増加や、老朽化した公共施設等の維

持・更新に伴う建設改修費の増加など、今後も厳しい財政状況が続くことが予想され

ます。 

こうしたなか、人口減少や少子高齢化の影響を軽減するため、子どもを安心して産

み育てることができるまちづくり、ひとり暮らし高齢者の生活支援をはじめとする介護

サービス提供体制の強化、地域の貴重な人材として高齢者の持つ多様な能力の積極

活用などにより、活力のある安心・快適で持続可能なまちづくりを目指しています。 

 

 


